
778.73 当該値

18.1 14.2 15.4

※民間事業者平均値は当該団体が所属する標準原価ブロックの民間平均値

419.69 432.95 434.94 平均値 18.4 18.3682.89 691.42 685.63 平均値 401.14 410.24平均値 710.20 726.81 732.40 597.00 692.33 平均値 646.02 664.80

799.38 803.08 814.03 852.51

H29 H30

870.82 当該値 541.64 531.70 544.38 565.60

H30 R01 R02H29 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03R03

19.5575.82 当該値 20.3 20.7 20.6 17.5

2. 経営の効率性

全体総括

　全体の指標から、横浜市の経営状況はおおむね健全
な状態であると考えられます。
　これまでの自主自立の経営の成果により、短期的に
は事業の健全性は維持できる見込みです。中長期的に
も事業の健全性を維持できるよう、引き続き支出の見
直しや抑制、さらなる効率的な経営を計りつつ、今後
も市民の皆様に安全で確実な輸送サービスの提供を続
けてまいります。

H29 H30 R01 R02 R03

　①及び④については、令和２年度に比べ利用者数が
回復していることから効率性は改善しています。
　①走行キロ当たりの収入、②走行キロ当たりの運送
原価、③走行キロ当たり人件費及び④乗車効率のいず
れも、運行エリア等諸条件が異なることから単純比較
はできないものの、平均値より高い傾向にあります。
　なお、横浜市では、民間事業者と同水準の給料表を
導入しています。

H30 R01 R02 R03 H29 H30

当該値 787.92 801.12 801.78 686.65

H29

75.4

■平均値⑤ 14.5 14.7 14.2 23.4 23.9

56.9 平均値 77.8 77.4 74.9 74.510.3 平均値 21.9 23.3 29.58.0 7.5 9.6

■平均値⑥ 180.1 182.9 190.5 244.7 231.7

78.04.6 2.4 2.1 3.2 6.1 当該値 80.8

■当該値⑥ 164.3 160.9 161.9 197.5

3.9 3.5 3.3 11.0 10.5 当該値2.8 1.5 1.3 1.6 3.2 当該値

53.2186.3 平均値 8.0

■当該値⑤ 79.3

R01 R02 R03 H29 H30H29

77.479.8

2. 経営の効率性について

156.7 155.3 154.2 126.8 108.4 平均値

R01 R02 R03R03 H29 H30R01 R02

0.0 17.3 22.3184.0 当該値 0.0 0.0

62.9 34.8 35.1 58.4 66.5

244.9 195.698.6 80.7 88.7 当該値 267.2 241.1

94.0 93.2 89.9 71.4 76.9 平均値

R03

平均値 103.3 102.4 98.5 83.7 89.7 平均値

R03 H29 H30 R01 R02R03 H29 H30 R01 R02H29 H30 R01 R02

※民間事業者の有無とは、行政区域内で民間バス事業者が運行しているかどうかを指す。 分析欄

1. 経営の健全性 1. 経営の健全性について

①経常収支比率は、乗車料収入の増加及び人件費の減
少等による費用の減少により、令和２年度比10.05ポ
イント増の94.43％となり、健全経営の水準とされる
100％を下回っています。
②営業収支比率は、①の経常収支比率と同様の理由に
より、令和２年度に比べ改善したものの、健全経営の
水準とされる100％を下回っています。
③流動比率は、乗車料収入の減少に伴い、現金収入が
継続して低下しているものの、100％を大きく上回っ
ており、短期的な支払能力については健全性を維持し
ています。
④累積欠損金比率は、令和２年度に続き当期純損失と
なったことから、欠損金が増加し、比率が悪化してい
ます。
⑤利用者１回当たり他会計負担額は、依然として平均
値と比べ低い傾向にあります。
⑥利用者１回当たり運行経費は、依然として平均値と
比べ低い傾向にあります。
⑦他会計負担比率は、令和２年度比1.61ポイント増の
3.25％となりましたが、赤字補填を目的とした任意補
助金は受け取っておらず、他会計負担比率も低い水準
にあることから独立採算を維持しています。
⑧企業債残高対料金収入比率は、これまで企業債の発
行を抑制してきたことから、平均値と比べ低い傾向に
あります。
⑨有形固定資産減価償却率は令和２年度比3.43ポイン
ト増となり、施設及び車両の減価償却が進んでいるこ
とから、計画的な施設及び車両の更新が必要となって
います。

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 103.1 102.7 101.3 84.4 94.4 当該値 98.6 99.6

職員数（人） 管理の委託割合（％） 民間事業者の有無 地域公共交通計画策定の有無

1,485 17.1 有 無

337,898

- 516.3 23,002 823

104,397 107,902

資金不足比率（％） 営業路線（km） 年間走行キロ（千km） 在籍車両数（両） 他会計負担額（千円） 562,534 297,442 269,005

法適用 交通事業 自動車運送事業 自治体職員 年間輸送人員（千人） 122,580 125,362 126,330

653,193

経営比較分析表（令和3年度決算）
神奈川県　横浜市

業務名 業種名 事業名 管理者の情報 H29 H30 R01 R02 R03
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